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一
般
会
計
で
は
、
収
入
率
は

８８
・
７
㌫
、
支
出
率
は
８０
・
８
㌫

と
な
っ
て
い
ま
す
。

　
特
別
会
計
で
は
、
収
入
率
は

７６
・
２
㌫
、
支
出
率
は
８６
・
１
㌫

と
な
っ
て
い
ま
す
。

　
一
般
会
計
と
特
別
会
計
の
予
算

年
度
は
、
４
月
１
日
か
ら
３
月
３１

日
ま
で
で
す
が
、
翌
年
度
の
５
月

ま
で
を
出
納
整
理
期
間
と
し
て
、

旧
年
度
中
の
支
払
い
、
収
入
を
整

理
す
る
期
間
と
し
て
い
ま
す
。
終

了
し
た
工
事
の
支
払
い
な
ど
は
、

こ
の
期
間
に
行
い
ま
す
。
ま
た
収

入
で
も
国
・
県
の
支
出
金
や
、
市

債
は
事
業
の
完
了
後
に
収
入
す
る

た
め
、
出
納
整
理
期
間
に
収
入
の

手
続
き
を
行
い
ま
す
。

　
一
般
の
民
間
企
業
と
同
様
の
経

理
を
行
う
企
業
会
計
で
は
、
水
道

事
業
会
計
の
施
設
管
理
費
用
な
ど

の
収
益
的
費
用
で
８４
・
９
㌫
、
建

設
工
事
な
ど
の
資
本
的
支
出
で

８４
・
２
㌫
が
支
出
済
み
と
な
っ
て

い
ま
す
。

　
病
院
事
業
会
計
で
は
、
医
業
費

用
な
ど
の
収
益
的
費
用
が
８９
・
８

㌫
、
施
設
整
備
な
ど
を
行
う
資
本

的
支
出
が
９１
・
６
㌫
な
ど
で
、
企

業
会
計
全
体
で
は
８９
・
２
㌫
が
支

出
済
み
と
な
り
ま
し
た
。

　　
市
債（
市
の
借
金
）と
、基
金（
市

の
貯
金
）
の
状
況
を
表
４
と
表
５

に
ま
と
め
ま
し
た
。

　
市
債
は
、一
般
会
計
で
は
昨
年
度

よ
り
約
１２
億
７
千
万
円
減
少
し
、

借
入
の
残
高
は
３
４
２
億
２
１
８
５

万
円
。特
別
会
計
、企
業
会
計
も
合

わ
せ
る
と
５
２
４
億
６
７
９
５
万

円
で
す
。市
民
１
人
当
た
り
で
は
、

９９
万
７
３
７
６
円
と
な
り
ま
す
。

こ
の
借
金
の
返
済
の
う
ち
、
お
よ

そ
７
割
は
地
方
交
付
税
と
し
て
国

か
ら
財
源
の
支
援
が
受
け
ら
れ
る

た
め
、
実
際
の
市
の
負
担
は
こ
の

３
割
程
度
に
な
り
ま
す
。

　
基
金
は
、
一
般
会
計
の
基
金
が

１
６
８
億
７
８
４
７
万
円
、
特
別

会
計
の
基
金
が
７
億
１
８
１
８
万

円
、
こ
の
他
に
運
用
基
金
と
企

業
会
計
の
基
金
を
合
わ
せ
る

と
１
９
１
億
４
１
９
４
万
円
と

な
り
、
市
民
１
人
当
た
り
で
は

３６
万
３
８
７
４
円
と
な
り
ま
し

た
。

　
詳
し
く
は
、
市
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト

（h
ttp

://w
w

w
.city

.en
a.

lg.jp/

）
で
も
公
表
し
て
い
ま
す

の
で
ご
覧
く
だ
さ
い
。
ま
た
決
算

は
、
11
月
に
本
紙
で
掲
載
す
る
予

定
で
す
。

　　
一
般
会
計
の
収
入
の
状
況
を
表

２
に
、
支
出
の
状
況
を
表
３
に
ま

と
め
ま
し
た
。

　
歳
入
に
つ
い
て
は
、
市
の
税
収

入
や
地
方
譲
与
税
、各
種
交
付
金
、

地
方
交
付
税
な
ど
は
、
見
込
み
通

り
の
収
入
と
な
り
ま
し
た
。
国
庫

支
出
金
、
県
支
出
金
、
市
債
な
ど

は
、
ほ
ぼ
予
算
額
通
り
収
入
で
き

る
見
込
み
で
す
が
、
出
納
整
理
期

間
に
収
入
す
る
た
め
、
低
い
収
入

率
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　
歳
出
に
つ
い
て
は
、公
債
費（
借

金
を
返
済
す
る
お
金
）
や
議
会
費

な
ど
、
主
に
定
期
的
に
決
ま
っ
て

支
出
す
る
も
の
は
、
お
お
む
ね
支

出
を
終
え
て
い
ま
す
。

　
農
林
水
産
業
費
や
土
木
費
、
教

育
費
、
災
害
復
旧
費
は
、
建
設
事

業
な
ど
を
多
く
行
っ
て
い
る
関
係

で
、
工
事
費
な
ど
は
完
了
し
て
か

ら
出
納
整
理
期
間
に
支
払
う
こ
と

が
多
い
こ
と
や
、
翌
年
度
に
繰
り

越
す
も
の
が
あ
る
た
め
、
支
出
率

は
低
く
な
っ
て
い
ま
す
。
民
生
費

や
衛
生
費
は
、
国
民
健
康
保
険
や

介
護
保
険
事
業
、
後
期
高
齢
者
医

療
、
病
院
事
業
な
ど
特
別
会
計
や

企
業
会
計
へ
の
繰
出
金
を
予
定
し

て
い
る
こ
と
か
ら
、
支
出
率
が
低

く
な
っ
て
い
ま
す
。

　
地
方
自
治
法
第
２
４
３
条
の
３
第
１
項
と
恵
那
市
財
政
状
況
の
公
表
に
関
す
る
条
例
の
規
定
に
基
づ

き
、
市
で
は
定
期
的
に
財
政
状
況
を
公
表
し
て
い
ま
す
。
今
回
は
昨
年
１０
月
１
日
か
ら
本
年
３

月
３１
日
ま
で
の
半
年
間
の
予
算
の
執
行
と
基
金
、
地
方
債
の
状
況
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

　
　
財
務
課
（
内
線
４
３
６
）　

区分 現在高 市民 1 人当たり

一般会計 ３４２億２，１８５万円 ６５万０，５３１円

特別会計 １４５億２，１０１万円 ２７万６，０３３円

企業会計 ３７億２，５０９万円   ７万０，８１１円

市債総計 ５２４億６，７９５万円 ９９万７，３７６円

区分 現在高 市民 1 人当たり
積み立てる基金 １７５億９，６６５万円 ３３万４，４９９円

 一般会計の基金 １６８億７，８４７万円 ３２万０，８４７円
 特別会計の基金 ７億１，８１８万円 １万３，６５２円

運用する基金 １３億１，１７９万円 ２万４，９３６円
企業会計の基金 ２億３，３４９万円 ４，４３９円
基金総計 １９１億４，１９４万円 ３６万３，８７４円

予
算
の
８４
％
が
支
出
済
み

平
成
２６
年
下
半
期
　
市
の
財
政
状
況
を
公
表

　
昨
年
度
下
半
期
の
予
算
を
表
１

に
ま
と
め
ま
し
た
。
一
般
会
計
は

８
億
３
３
７
１
万
円
の
増
額
、
特

別
会
計
は
１
億
５
１
８
７
万
円
の
減

額
、企
業
会
計
は
１
億
２
２
６
１
万

円
の
減
額
補
正
を
行
い
ま
し
た
。

　
補
正
予
算
の
主
な
内
訳
は
、
一

般
会
計
で
は
１２
月
に
坂
折
棚
田
交

流
体
験
施
設
建
設
に
向
け
て
の
用

地
購
入
費
な
ど
に
１
４
０
０
万

円
、
明
知
鉄
道
へ
の
経
営
対
策
補

助
金
と
し
て
２
４
０
６
万
９
千

円
、
受
給
者
の
増
加
に
伴
い
生
活

保
護
費
と
し
て
４
０
９
４
万
円
、

台
風
や
豪
雨
に
対
す
る
災
害
復
旧

費
と
し
て
２
２
２
０
万
円
な
ど
を

増
額
し
ま
し
た
。

　
３
月
に
は
、
国
の
「
地
方
へ
の

好
循
環
拡
大
に
向
け
た
緊
急
経

済
対
策
」
に
お
け
る
地
方
創
生

先
行
型
事
業
と
し
て
観
光
プ
ロ

モ
ー
シ
ョ
ン
事
業
な
ど
１１
事
業
に

８
２
０
０
万
円
、
地
方
消
費
喚
起

型
事
業
と
し
て
プ
レ
ミ
ア
ム
付
商

品
券
等
発
行
事
業
な
ど
３
事
業
に

１
億
１
０
０
万
円
を
増
額
し
ま
し

た
。

　
ま
た
将
来
負
担
の
軽
減
を
図
る

た
め
の
地
方
債
の
繰
上
償
還
に

１１
億
１
２
４
５
万
９
千
円
を
計
上

し
ま
し
た
。

　
特
別
会
計
で
は
、
３
月
に
国

民
健
康
保
険
事
業
特
別
会
計

で
保
険
給
付
費
の
増
な
ど
で

２
３
８
５
万
７
千
円
を
増
額
、
介

護
保
険
特
別
会
計
で
は
保
険
給
付

費
の
減
な
ど
で
７
０
０
３
万
８
千

円
の
減
額
、
簡
易
水
道
事
業
特
別

会
計
と
公
共
下
水
道
事
業
特
別
会

計
で
建
設
事
業
費
の
精
算
な
ど
に

よ
り
合
わ
せ
て
９
３
４
５
万
５
千

円
を
減
額
し
ま
し
た
。

科目 現計予算額 収入済額 収入率
市税 ７０億５，０００ ７０億３，９０８ ９９.８㌫
地方譲与税 ２億７，７９０ ２億７，３５０ ９８.４㌫
利子割交付金 １，６４０ １，３６１ ８３.０㌫
配当割交付金 ２，３９０ ４，１２０ １７２.４㌫
株式等譲渡所得割交付金 ５０ １，９９５３，９９０.０㌫
地方消費税交付金 ６億４，９００ ６億１，７１２ ９５.１㌫
ゴルフ場利用税交付金 １億２，５３０ １億１，６８２ ９３．２㌫
自動車取得税交付金 ３,２００ ３，２１２ １００.４㌫
地方特例交付金 ２，４００ ２，３９３ ９９.７㌫
地方交付税 １００億６，１７５１０５億７，４３６ １０５.１㌫
交通安全対策特別交付金 ６５０ ５５９ ８６．０㌫
分担金及び負担金 ３億１，２３６ ２億６，４２８ ８４.６㌫
使用料及び手数料 ４億０，９９８ ３億８，４６６ ９３．８㌫
国庫支出金 ２６億２，３０６ １７億８，４６７ ６８.０㌫
県支出金 ２０億４,４５６ １０億７，４９０ ５２．６㌫
財産収入 １億１，３９６ １億０，７７８ ９４．６㌫
寄付金 ５７１ ６３８ １１１．８㌫
繰入金 ２億６，０９４ ２億５，２２５ ９６.７㌫
繰越金 １７億９，２３５ １７億９，２３５ １００.０㌫
諸収入 ７億２，１４４ ７億１，０７１ ９８．５㌫
市債 ３５億７，４６０ １５億８，１３０ ４４．２㌫
合計 ３０１億２，６２１２６７億１，６５７ ８８．７㌫

科目 現計予算額 支出済額 支出率

議会費 ２億１,２０８ ２億０，４１９ ９６.３㌫
総務費 ４３億０，１１５ ３５億４，３６０ ８２．４㌫
民生費 ７２億２，２６０ ５５億７，５０７ ７７．２㌫
衛生費 ４５億０，４４６ ３５億６，９５５ ７９．２㌫
労働費 ４，３８０ ４，３４７ ９９.３㌫
農林水産業費 １３億５，３６５ ９億９,４１６ ７３．４㌫
商工費 ８億９，６１５ ４億９，３９５ ５５．１㌫
土木費 ２２億５，８０８ １１億４，９９６ ５０．９㌫
消防費 １０億０，２１２ ９億４,２１０ ９４．０㌫
教育費 ２９億６，８１２ ２５億３,７７８ ８５．５㌫
公債費 ５１億５，４２５ ５１億５，０３４ ９９．９㌫
予備費 ３，０００ ０ ０．０㌫
災害復旧費 １億７，９７５ １億５，２４８ ８４．８㌫

合計 ３０１億２，６２１２４３億５，６６７ ８０．８㌫

内訳 補正前の額 補正額 合計

一般会計 ２９２億９，２５０万円 ８億３，３７１万円 ３０１億２，６２１万円

特別会計 １６１億９，９４９万円 ▲１億５，１８７万円 １６０億４，７６２万円

企業会計 ７９億５，０１６万円 ▲１億２，２６１万円 ７８億２，７５５万円

合計 ５３４億４，２１５万円 ５億５，９２３万円 ５４０億０，１３８万円

表１　補正予算の状況（３月３１日現在）

※補正額には昨年度からの繰越明許費を含む。企業会計の予算額は支出予算

表２　一般会計収入の状況 表３　一般会計支出の状況

表４　市債の状況 表５　基金の状況

問

一
般
会
計
は
８９
％
収
入
済
み

５
億
６
千
万
円
を
増
額
補
正

≪歳入の状況≫ ≪歳出の状況≫

１６０億４,７６２

３０１億２,６２１

７６億０,０３８

１６０億４,７６２

３０１億２,６２１

７８億２,７５５

１２２億２,０３４

２６７億１,６５７

６３億０,７９９

２４３億５,６６７

１３８億２,０４０

６９億８,２０２

収入率
８８．７％

収入率
７６．２％

収入率
８３．０％

支出率
８０．８％

０ １００ ２００ ３００ ０ １００ ２００ ３００

（万円） （万円）

支出率
８６．１％

支出率
８９．２％

収入済
予算

（万円）（万円）

（億円）（億円）

全体の収入率
８４．１％

全体の支出率
８３．６％

※人口は４月１日現在の５２,６０６人を基準。端数処理のため金額が合わない場合があります

収入済
予算

収入済
予算

収入済
予算

収入済
予算

収入済
予算

一般
会計

特別
会計

企業
会計

一般
会計

特別
会計

企業
会計

市
税
収
入
は
見
込
み
通
り

市
民
１
人
当
た
り
の
市
債

残
高
は
約
１
０
０
万
円
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